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（２）　繰越明許費（追加）
（単位：千円）

課名 款 項 金　　額

家畜防疫対策課 農林水産業費 畜産業費 　感染症防疫資材共同管理システム構築事業 197,715

197,715

（３）　繰越明許費（変更）
（単位：千円）

補　正　前 補　正　後

農林水産業費 農業費 　公共農村総合整備対策事業 100,000 125,000

農林水産業費 農地費 　公共土地改良事業 340,000 701,628

農林水産業費 農地費 　公共農道整備事業 104,000 224,000

農林水産業費 農地費 　公共農地防災事業 27,400 298,620

571,400 1,349,248

増額　777,848千円

計　４事業

農村整備課

金　　額

計　１事業

事　　　　　業　　　　名

課名 款 項 事　　　業　　　名
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令 和 ２ 年 度 ９ 月 補 正 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 輸出拡大・インバウンド回復 課名 農業連携

支援事業 国庫・県単 推進課

１ 事業の目的・背景

新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、海外における外食から家庭食へのシフト

や輸出先国のマーケットの急速な回復に対応するために必要な食品製造設備等の導

入支援を行うとともに、インバウンド需要の減少により影響を受けた外食事業者

が、収束後に安心してお客様に店舗を利用していただくために必要な衛生設備等の

導入を支援することで、食関連事業者の今後の輸出拡大やインバウンド需要の回復

による売上げ向上を図る。

２ 事業の概要

５９，４７２千円（１）予 算 額

国庫：５９，４７２千円（２）財 源

令和２年度（３）事業期間

食品製造事業者、外食事業者等（４）事業主体

（５）事業内容

① 輸出先の市場変化に対応した食品等の設備等導入支援事業（国１／２以内）

５３，５０７千円

・ ニーズの変化等に対応するために必要な製造や加工設備等の導入支援

（保冷庫、スライス機、パッキング機、ラベル機等）

・ 輸出先国の規制に対応するための認証取得等支援（HACCP等）

② 外食産業におけるインバウンド需要回復緊急支援事業（国１／２以内）

５，９６５千円

・ 訪日外国人が安心して店舗を利用できる衛生管理設備等の導入及び店舗改

装等支援（空気換気設備、手洗い設備等）

３ 事業効果

食関連事業者の毀損した輸出商流の維持・拡大やインバウンド需要の回復による

売上げ向上。
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輸出拡大・インバウンド回復支援事業

コロナ禍の影響

事業概要

▪海外における外食から家庭食へのシフトなどニーズが変化
→家庭食向け冷凍食品等の商品製造に必要な設備導入

▪輸出先国のマーケットの急速な回復への対応
→新たな輸出先国向けのラベル機の導入やマーケット需要を見据えた設備導入

▪インバウンド需要の減少
→コロナ収束後、再びインバウンド需要を回復するための衛生管理の徹底・改善

食関連事業者の今後の輸出拡大やインバウンド需要の回復による売上げ向上

事業効果

① 輸出先の市場変化に対応した食品等
の設備等導入支援事業

② 外食産業におけるインバウンド需要
回復緊急支援事業

○ニーズの変化等に対応するために必要
な製造、加工、流通等の設備等導入

○訪日外国人が安心して店舗を利用できるよう
衛生管理設備等の導入、店舗改装等

・新たな製造ラインや保冷庫の導入、改修
・小分け機やカット・スライス機の導入
・パッキングのための設備の改修や導入等

・空気換気設備の導入
・来店客用の手洗い設備の設置
・ビュッフェスタイル等、料理の提供方法や
営業形態を変更するために必要な店舗
の改装

○輸出先国の規制に対応するための認証
取得等支援（HACCP等）

保冷庫 カット・スライス機

規制対応のためのコンサルや認証取得

空気換気設備

手洗い設備
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３ 重点プロジェクトの主な取組

２ 重点プロジェクトの構成

○食品加工業者や量販店等のニーズと、産地の生産・加工体制をつなぎ、契約取引を推進。
○みやざきビタミンピーマンや完熟きんかん「たまたま」に引き続き、にら、さららピーマンを栄
養機能食品として販売開始。

① 国際競争力強化プロジェクト

② 契約取引推進プロジェクト

きんかんの一次加工の検討（みやざき食の連携研究会） 健康に着目した商品開発
（にら：ビタミンＡ、さららピーマン：ビタミンＣ）

ＥＵ向け牛肉の初出荷農畜産物の輸出量及び輸出額の推移 食肉処理施設の整備（鶏）

○農畜産物の輸出量及び輸出額ともに過去最高を更新。(輸出量：3,393トン、輸出額：約51億円)
○輸出拠点となる最新鋭の食肉処理施設が整備され、本格的な稼働がスタート。
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２ 重点プロジェクトの取組概要

○ 漁船リース事業などの国事業を活用し、収益性向上の基盤となる漁船や機器を更新。
○ 新漁具・漁法の導入など新たな操業体制による高収益型漁業モデルの実証を実施。

（高収益漁業への転換や承継の促進による将来を担う漁業経営体の確保）

○ （公社）宮崎県漁村活性化推進機構に、新規就業者受け入れに関する情報を一元管理して積極的に
情報発信する「新規就業者応援バンク」を開設し、新規就業希望者と担い手募集地域をマッチング。

（生産と販売の最適化による本県漁業生産力の拡大）

漁船リース事業を活用した新船への更新

新規就業者応援バンクの開設

情報集積 問合せ

◆地域の情報

・受入れ漁業種類

・指導漁業者

・中古漁船

・漁具

・住宅

・地元市町支援情報

◆新規就業希望者

＜知りたい情報＞

・地域の特色

・漁業の種類

・操業方法

・指導者の有無

・住居や支援策など

マッチング

就業希望者と担い手募集地
区の適正なマッチングの実現

応援バンク

（活性化推進機構）

（機構ホームページ）

①未来へつなぐ漁業担い手プロジェクト

②魅力ある水産業の構築プロジェクト

ソナーの装備

まぐろ延縄漁船

○ 日向灘に来遊するカツオ・マグロ類の高度利用を図るため、表層型浮魚礁を更新。
○ 沿岸域の漁業生産力向上のため、既存漁場の機能強化（沈設魚礁の積増し）を実施。

更新した表層型浮魚礁（うみさち２号） 既存漁場の機能強化（串間沖） 沈設礁（魚礁ブロック）

中型まき網漁業 養殖業

造粒機の整備
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①地域を担う漁業経営体づくり

○ シーフードショーやスーパーマーケットトレードショー等大規模な商談会出展により、新たな販路
開拓に向けた取組を支援。

○ キャビア産業の成長産業化に向け、キャビア加工場の対米ＨＡＣＣＰ認定、新商品開発等を支援
○ フードオープンラボの活用による販売用製品の製造を支援。

３ 基本計画の取組概要

○ 県、県漁連、加工業者等から構成される県産水産物販売促進会議を中心とした新たな加工流通販売
体制を構築し、食品メーカー等と連携した商品開発を実施。

あぶりひむか本サバ

キャビア産業の振興シーフードショーへの出展

カツオ・バー サクラマスの水煮

○ 各地域に設置した地域漁業担い手確保・育成協議会にて新漁法の検討や勉強会を実施し、地域で新
規就業者の経営安定や技術向上を支援。

○ 新規就業者の就業初期の負担軽減を目的に、漁船・漁具等の導入経費を支援。

経営開始時の漁船・漁具等導入を支援地域漁業担い手確保・育成協議会

勉強会

対米HACCP認定加工場

フード・オープンラボ
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○ 県内10拠点漁港において、粘り強い構造の防波堤や岸壁の整備を実施。
○ 県内23漁港を対象に、老朽化対策、泊地浚渫等必要な保全事業を実施。

○ 宮崎県内水面漁業活性化計画を策定し、内水面資源の回復や河川環境の保全を推進。
○ 各地域の藻場・干潟保全活動組織への技術指導等、保全活動を推進。

②水産資源の適切な利用管理

③漁港施設の防災対策の強化と機能強化

内水面資源回復に向けた石倉設置 藻場干潟等保全活動支援

○「宮崎海域アマダイ類の資源回復計画」に基づき、漁獲制限や種苗放流など資源回復の取組を推進。
令和元年度の資源評価においても『中位・増加』と評価され、資源状況が好転し、持続していること
が示唆されたほか、放流魚の再捕により資源添加を確認。

○ その他の資源についても科学的な資源評価の実施や、資源の合理的な利用管理を推進。

再捕された放流アマダイ 沿岸資源の科学的評価

高位 中位 低位

（管）アオメエソ類
（管）ウシノシタ類
（管）スズキ類

（回）アマダイ類
（回）カサゴ
（管）マダイ
（管）チダイ

（管）ヒラメ
（管）イセエビ
（管）コウイカ類

【令和元年度資源評価魚種】
※（管）：資源管理計画実施中、（回）：資源回復計画実施中

整備を進めている川南漁港の防波堤
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１　農作物等の被害

区分 被害額（千円）

水稲 204 ha 28,673

野菜 93 ha 61,655

果樹 301 ha 132,590

花き 4 ha 3,730

工芸作物 36 ha 9,849

飼料作物 47 ha 2,186

畜産
52,090

650
羽
kg

24,016

樹体 4 ha 1,102

営農施設等 373 件 175,568

共同利用施設 13 件 1,170

合計

689
52,090

650
386

ha
羽
kg
件

440,539

２　農地・農業用施設等の被害

区分 被害額（千円）

農地 23,000

農業用施設 126,000

合計 149,000

３　水産関係の被害

区分 被害額（千円）

漁船 250

漁具 3,000

養殖施設 13,341

養殖物 15,080

漁港・
海岸施設

調査中

共同利用施設 3,940

非共同利用施設 調査中

その他 調査中

合計 35,611

４　被害総額

被害総額
（千円）

○養殖生け簀の破損（串間市、延岡市、椎葉村）
○標識灯の流失（延岡市）

6

5

18

46

件数 主な被害

18

6
○カンパチの流出（串間市）
○マガキのへい死（宮崎市）
○ヤマメのへい死（椎葉村）

○船外機船の転覆（串間市）

○小型定置網の一部破損（延岡市、宮崎市）

625,150

※現在、調査中のため、今後の調査により、被害額は増減する見込み

5 ○防風柵の転倒（宮崎市）

2 ○看板の破損（宮崎市）

61

1 ○漁協事務所の一部破損（宮崎市）

○農業用倉庫、加工処理施設、生産資材製造施設の一部破損（宮崎市、西都市、日向市）
○協同作業場の一部破損（宮崎市、高千穂町）
○肉用牛繁殖センター、肥育センター、市場施設の一部破損（日向市、高千穂町）

箇所数 主な被害

○荷捌き施設の一部破損（門川町、延岡市、宮崎市）
○製氷施設の一部破損（串間市、日南市）

16 ○田、畑の法面の一部崩壊（五ヶ瀬町、綾町、宮崎市、高千穂町、日之影町）

30 ○水路、道路、頭首工の一部崩壊（串間市、五ヶ瀬町、宮崎市、綾町、高千穂町）

○茶、たばこの葉先枯れ（塩害）、枝折れ（高鍋町、高千穂町、川南町、木城町、延岡市）

○とうもろこし、ソルゴー、飼料イネの半倒伏、倒伏、折損（木城町、えびの市、延岡市）

○停電による採卵鶏の熱死（新富町）
○停電によるブロイラーの熱死（延岡市）
○停電による生乳の廃棄（小林市）

○普通期水稲の半倒伏、倒伏（小林市、日之影町、高千穂町、高原町、門川町、西米良村、
宮崎市、椎葉村、五ヶ瀬町、日向市、国富町、美郷町、串間市、日南市）

○露地野菜　キャベツ、さといも、オクラ、きゅうり、ピーマン、にがうり、しょうが等の茎葉損
傷、倒伏等（宮崎市、えびの市、小林市、三股町、高鍋町、西都市、日南市、高原町、延岡
市、川南町、都城市、串間市、西米良村、高千穂町、国富町、木城町、日之影町、日向市）
○施設野菜　ピーマン、ほうれんそう、きゅうり等の茎葉損傷等（宮崎市、えびの市、小林市、
日南市、高原町、西都市、椎葉村、国富町、諸塚村）

○ハウス等（２８７件）のビニール等資材破損、ハウスの半倒壊、倒壊、ヒートポンプ等の破損
（都城市、宮崎市、小林市、椎葉村、門川町、えびの市、諸塚村、日南市、美郷町、西都市、
高千穂町、木城町、延岡市、三股町、日向市、五ヶ瀬町、都農町、国富町、西米良村、高鍋
町）
○畜産施設等（８６件）の半壊、屋根破損等（上記ハウス等と同様）

○くり、かんきつ等の枝折損、倒伏（宮崎市、延岡市、都農町）

  　　　　      農    政   水   産   部

　　　　　　　　令和２年９月15日現在

○くり、なし、きんかん、温州みかん等の落果、枝折れ等（小林市、美郷町、延岡市、高千穂
町、宮崎市、えびの市、西都市、日之影町、都城市）

○キク等の茎葉損傷、倒伏等（高原町、宮崎市、高千穂町）

令和２年台風第10号による農水産業関係の被害状況について

被害面積(ha)
件数等

主な被害や品目

　　　　　　　【暫定】


